
タイ家電産業の発展 と市場構造

は じめに

最近のアジア諸国の経 済発展に対 して 「重層的追跡過程」 とい う名前が与

え られているω。 これは日本 を頂点 として,そ れをNIEs諸 国が追い,さ ら

にASEANや 中国が追 うとい う発展パ ター ンを表 した ものである。 ここで

は産業 レベルの議論 として,ひ とつの産業がある国か ら次の グループへ と移

行 してい く様子 をとらえるために用 いられているが,実 態は もっと複雑であ

る。た とえば,先 端産業であって も労働集約的工程のみを上記の諸国間の段

階 を越 えて移転する とい うことが起 こっている。「重層的追跡過程」 とい う

の は,む しろ工程 レベ ルにおいて も議論す る必 要が ある。 タイの1980年 代

後半の高成長はまさにこの ような過程 として起 こった ものである。

本章では,ま ず1980年 代後半の高成 長が起 こる以前 の タイの輸 入代替型

家電産業 について,「 競争的」 と言われる市場構造が タイ家電産業の発展 と

どの ように関わっていたか をみる。続いて,1980年 代 の輸出指向型産業へ

の展開 を取 り上げ,そ れ以前の産業構造 との比較 を行 う。.
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第1節 輸入代替工業化政策と家電産業の形成

本節では,ど の ように して輸入代替期に競争的な市場が形成 されて きたか

を検討す る。 神谷克己編 「タイの産業開発 と合弁企業」(研 究参考資料74

アジア経済研究所1965年)は 当時の 日本企業が タイに進出 してい く様子 を

詳 しく記述 しているので,本 節では主 としてこの本に依 りなが ら,当 時の様

子 を振 り返 ってみたい。

本格的に輸 入代替が始 まる1950年 代末 までは,タ イに電気産業 と呼べ る

ような ものはなかった。た とえば,電 気機械組立 ・修理 を行 う民 間工場の数

は戦前にはた った1社 しかな く,1958年 末で16社,1960年 末で も21社 にす

ぎなかった。一方,乾 電池や ラジオ ・テ レビ修理は戦前には全 くなか った も

のが,1960年 末にはそれぞれ143社,172社 に増 えてお り,戦 後,こ れ らの

商品が普及す るにつれて,そ れ らを製造,修 理する工場 も増 えていった様子

が窺える。これ らの工場は小規模な ものであ り,以 前はその商品の販売に携

わっていた商人が製造 ・修理 に進出 した とい うケースが多かった`2〕。

本格的な外資導入政策への転換が起 こるのはサ リッ トの時代 になってから

であ るが,ピ ブンの時代 に もすでにその兆候がみ られた。1954年10月 には

「産業奨励法(ActonthePromotionofIndustries,B.E。2479)」 が制定 され,ま た

55年10月 には 「産業奨励 に関す る工業省告示」が発布 されている。後者は

「国内産業 を奨励 し,か つ,タ イ人たる と外国人たる とを問 わず,産 業の所

有者が 自由に産業 を経営す ることを支持す るために確固たる方針 を堅持する

ことを明らかにす るとともに,政 府で保留 し,ま たは,政 府 とのあいだに契

約 を締結すべ き若干の業種 を除いて,通 常の民 間産業の経営には干渉せず,

また,こ の民間産業 と同一 もしくは類似の事業を経営するものが政府機構の

場合であって も,こ の政府事業に特別の権利 を与えるようなことは しない」樹

ことを明 らかに したものである。「さらに一定の業種 を指定 して,工 場機械

設備や原材料に対する輸入税の減免,法 人税の一定期間の免除,競 合製品の
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輸入制限による保護,利 潤の海外送金許可,技 術者の入国 について移民割当

枠外 に許可す ることなどの特典 を認めるとともに,産 業の国有化 を しない こ

とを明文化 した」ω。そ して,実 際 に奨励措 置を与える機関 として産業奨励

委員会が設置 された。

しか し,こ のようなピブン政権 による政策は投資促進 という面か らはほ と

んど効果が なかった。 というのは株式持 ち分の配分率が外資 にとって きわめ

て不利 だったか らである。外国人の所有 は49%以 下 に限 られ,さ らに 「タ

イ政府が資本 の30%以 上を所有する ことになっていた。 この ような基準は,

法的に明 らか にされたものではな く,い わば政府が許可 を与 える場合の内規

ともい うべ きもので」{51あったが,外 資 にとっては大 きな阻害要因 となった。

また 「この当時,外 国資本がこの国に進出 して,助 成産業 として許可 を得 る

ためには,政 府要人 に対 して持ち分 を与えるなどの方法による贈賄が必要で

あると一般 にみ られていた」【61。

結局,ピ ブン政権の下で1954年 産業投資奨励 法に基づいて助成許可 を与

え られたのは,政 府 の科学局の直轄工場であるみ ょうばん製造工場 と高級軍

人 ・官僚が出資 して設立 された国家経 済開発株式会社(NationalEconomic

DevelopmentCo.Ltd:NEDCOL)と い う国策的金融機関の2つ のみであった(7,。

いずれ も政府 との関係が強い企業であ り,民 間の 自由な活動 を支持する とい

う政府の告示 に もかかわ らず民間の投資 を呼び起 こす とい う効果 はなか っ

た。 したが って,民 間の自由な活動 を支持するという告示は表面上の出来事

に留 まり,実 態 はそれまで同様,国 営企業主体の工業化であった。 ピブン時

代 を終わ らせ ることになったのは,1954年 産業投資奨励法 によって助成 さ

れたNEDCOLの 放漫経営であった。

1958年10月 にサ リッ トに よって新政権が誕生後,同 年12月 に革命団布告

33号,59年1月 に革命団布告47号 を発布す る。前者は1954年 産業奨励法が

「形式が煩雑 であ り,供 与 される諸種の便宜が」不十分である ことを認め,

「関係法規の簡素化 をはか る とともに,産 業投資 に障害 とな る条項 を改め」

ると同時に,「 タイ人お よび外国人が,タ イ国の産業に投資す る場合 に,全
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く同様の権利を有す ることについて,公 式の保証 を与 えることを明 らかに し

た」。後者は 「外 国法人が産業 目的のために土地を取得す る場合の条件 を緩

和 した。」「ここにおいて,タ イ国の産業開発,外 資導入の法的体制 はほぼ整

備 された」〔8}。また,1954年4月13日 には産業奨励委員会に替 わって総理府に

投資委員会が設置 され,産 業投資を審査する体制 も整 った。

なぜ競争的な市場が形成 されて きたのか を考えるために,当 時,産 業投資

を奨励する立場にあ った人たちが工業化 についてどのような考 えを持 ってい

たかを知ってお くことが必要である。

1959年2月9日 にはサ リッ ト内閣が成立 し,2月12日 には議会で 「産業の開

発のみが国家の歳入 を豊かに し,国 民の生活水準の向上をもたらす唯一の途

である」 と発言 している{9}。ここには工業化 自体が 目的ではな く,国 家財政

を立て直すため国家の歳入を最優先の課題 としている様子が読み取れる。工

業をいかに保護育成 してい くか という発想が希薄であることが,企 業の 自由

な参入 をもたらしたのではないか。

一 方
,投 資 委 員 会 の 初代 委 員 長 タ ウ ィー ・ブ ンヤ ケ ー ト(Thawee

Bunyaket)は 次 の ように述べている。「政府は工業の建設に努力 を傾注す る

決意であるが,工 業建設に必要な技術や資本に乏 しい。このため,政 府は外

資の導入が必要であると認め,外 資導入のために特定の法律 を制定 して,外

国の投資家に便宜 を与えるとともに,政 府 として支援 し協力 しなければなら

ない。...(略)。..助成産業 については,輸 入税や法人税 を免除する とい う特

典が与 えられるが,こ のために政府は一時的に歳入の減少 を来すか もしれな

い。 しか し,多 くの工場が建設 されたのちには しだいに国税の増収 を期待で

きる。 また,工 業製品の自給によって,輸 入が減 るばか りではな く,輸 出 も

可能になって外貨収入が増加 し,ま た就職の機会 もふ える。国民の技術 も向

上する。この ように して,産 業開発 により,国 民経済の基礎 は強化 され,国

家は繁栄 し,国 民の福祉は増進す る」110。タウ ィー自身は文官出身で,第2

次世界大戦直後には一時臨時内閣の首班であ り,産 業経済に通 じ,清 廉の士

と して人望があったが1",や は り自国の工業 を育てる とい う民族主義的な意
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図は希薄であ り,技 術 ・資本は借 り物でも,そ れに よって税収が増 え,国 際

収支 ・雇用が改善すればよい とい う合理的発想が窺われる。いずれにせ よ,

工業 を育成す るために選 別的に企業 に保護 を与えるとい う発 想がなか ったこ

とが,競 争的と言われるほ どの参入を招いた原因ではないか。

以上述べて きた ような工業化政策の転換に よって,産 業投資 は大 きく変化

し始める。 まず工業省 による助成許可については,サ リッ ト政権が誕生 した

1959年 には4件,翌60年 には5件 の助成許可 を与えている。それ までの4年 間に

2件 の助成許可 しか与 えられなか ったことを考えると,大 きな変化であ ると

言えよう。この9件 のうち電気産業に関わるものとして以下の2件 がある。

ThailandPhardchCo.,Ltd.(増 設)

SaengFahBatteryCo.,Ltd.(新 設)

いず れ も乾電 池製 造で ある。次 に投資委 員 会に よる助 成許 可で あ るが,

1959年4月13日 に投資委員会が設立 されてからわずか2カ 月後には2件 の 申請

に対 し許可を与え,契 約 を結 んでいる。この2件 も含め,1959年 には24件 の

申請に対 し許可 を与 えている。翌1960年 は10月 に 「1954年産業奨励 法」の

廃止 される までの10カ 月間に,43件 の 申請に対 し許可を与 え,契 約 を結ん

でい る。 このように投資委員会の行政能率は非常 に高かった。

ここにサ リッ トの政策を 「積極果敢な工業政策」(1オとしてそれ を歓迎する

企業の様子 を窺 うことがで きる。 しか し,法 律上 ・制度上の変化や政府の態

度の変化のみによって,こ の ような投資 ラッシュを説明 しきれるだろうか。

競合製品の輸入制 限による保護iは1954年 法 に もあ った。た とえ輸 入代替の

枠組みに移行 して も利益が あが らなければ だれ も進出 しようと しないだろ

う。 もともと投資意欲 は強かったが,ピ ブンの下では投資許可が与 えられな

かっただけなのだろうか。あるいはサ リットの 「積極果敢な工業政策」が企

業家のアニマル ・スピリッ トに影響 を与えたということだろ うか。 この点は

今後の課題である。

産業投資を審査する体制が整ったと述べ たが,問 題がなかったわけで はな

い。た とえば,投 資委員会の外 に工業省で も助成許可を与 えるとい うように
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窓 口が 一本 化 され て い なか っ た。 そ こで,1960年10月17日 に 「産 業投 資 奨

励 法(PromotionofIndustrialInvestmentAct,B,E.2503)」 を制 定 し,54年 産 業

奨 励 法,革 命 団 布告33号 お よび47号 を一本 化 す る と と もに,手 続 き も簡 素

化 した。 「従 来 の よ うに政 府 と当該 企 業 とのあ い だに契 約 を締 結 す る こ とな

く,委 員 会 が助 成適 用 認可 書 を交付 す る こ とにな った」。 この結 果 「同法 制

定 後,約1年2カ 月後 の1961年 末 まで に,投 資 委 員 会 は59件 につ い て許 可 を

与 えた」{13。この数 字 自体 は,1960年 の 数字 と比べ て大 きな差 は ない。

1962年2月9日 には さらに 産業投 資奨 励 法 が改 訂 され て い る。 この改 訂 の

「目的 を,タ イ政 府 は,(1股 資 者 に よ り多 くの 特 典 を与 え る ため,お よび,

(2)法的手続 きを簡素 化 し,煩 雑 を避 け,便 利 にす る こと を目的 とす る もので

あ る と説 明 してい た」。実 際 に は,ど の よ うな産業 で も無 差 別 に奨励 す る と

い う旧 法の立 場 か らタイ経 済 おけ る重要 度 に応 じて必 要 な業種 を選 別 的 に奨

励 す る立場 に移行 したω。 す なわ ち,産 業 を必 要度 に応 じて3つ の グルー プ

に分 類 し,必 要度 の高 い ほ ど,よ り有利 な条件 が与 え られ た。 家電 産業 で は,

A産 業(国 家経済 にとって重要かつ必要 欠 くべか らざる産業)と して ラ ジオ ・

テ レビが 挙 げ られ,そ の条 件 と して地代 ・運 転資 金 を除 く資本 金 が100万 バ

ー ッ以 上で な けれ ばな らなか っ た。 一方,C産 業(A,B産 業 についで重要な

産業)に も ラジオ ・テ レビの 製造組 立 が挙 げ られ,そ の条 件 は年 産1000台 以

上 で あった(均。

改 訂法 が 制 定 され てか ら年末 まで の約10カ 月の 間 に許 可証 の 交 付 を受 け

た 件 数 は41件 あ り,や は り改 訂 に よっ て許 可 数が 急 増 した とい うわけ で は

ない 。電 気 産 業 に つ いて1963年 末 まで に奨 励 認可 証 の 交付 を受 け た企 業 を

以下 に掲 げ てお く(1e。

ThaiLampCo.,Ltd.(電 球製造)

UniversalElectricCo。,Ltd.(電 装品製造)

NationalThaiCo.,Ltd.(電 装品,ラ ジオ,テ レビ組立)

Meyer(Tahialnd)Ltd.(電 装品製造)

D㎜ontElectric(Tha皿and)Corp,Co.,Ltd.(テ レビ ・セ ッ ト製造)
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SaengFahBatteryCo.,Ltd.(電 池製造)

TaninIndustryCo.,Ltd.(ラ ジオ ・セ ッ ト2万9600個 お よび部品製造)

E.S.B.(ThaUand)Co.,Ltd.(電 池製造)

YuasaBattery(Thailand)Co.,Ltd.(電 池製造)

ThaiElectricIndustryCo.,Ltd. .(冷蔵庫2760セ ッ ト)

MeyerElectricIndustryCo.,Ltd.(卓 上扇風機10万 セ ッ ト)

EssentialSynthetic(Thai)Co.,Ltd.(10種 類の電気製品)

100%タ イ資本 で あ る タニ ン産 業(TaninIndustry)は,1950年 代 末 にはす

で に小 規 模 なが ら ラジ オの組 立 を開始 して いた。1964年 か らは投 資 委 員 会

の 奨励 を受 け ラ ジオ ・テ レ ビの 大 規模 生 産 を開始 す る。 その 後,1960年 代

後 半 に,日 本 の い わ ゆ る ビ ッグ5(松 下,三 洋,日 立,三 菱,東 芝)が 合弁 設

立 して い る。

自動 車組 立工 場 の ように,同 一 業種 に多 数 の許可 証 を与 え てい るため に過

当競争 に陥 る恐 れが 出 て きて いるαη。 この理 由 と して,華 商資本 家 が 産業投

資 を急 い だ こ と,「 産 業奨 励 法 の特典 を得 て おい て,あ とは外 国資 本 と技術

に依存 して この 特典 を得 た権 利 を評価 して資本 参加 しよ うとい うもの,時 に

は,こ の権利 を転売 しよう とい うもの な ど もあっ た こ と」 な どが挙 げ られ て

い る{牝 投 資 委員 会 は市場 の需給 につ いて十 分 に検 討す る こ とな く,案 件 に

許 可 を与 えて い る。 実際 に過 剰生 産が起 こ り,存 続 が危 う くな った企業 か ら

陳 情 を受 け て よ うや く対 策 をたて る とい うの が タイ政 府 の や り方 で あ る。

「タ イ政 府 は,経 済計 画 な どに,従 来 か らあ ま り重 点 をお かず,自 由主 義 的

な経 済運営 を して きてい るが,産 業助 成政 策 に も,こ う した 自由競 争 尊重 の

原 則 が 反映 してい る と もみ られ るの で あ る」〔1%な ぜ 華 商 資本 家 が 産業 投 資

を急 い だのか につ い ては触 れ てい ないが,販 売代 理 店 と して流通 を抑 えてい

た ものが,輸 入 代 替政 策 に よって輸入 が制 限 され た場合 で も製品 を確保 す る

ため と考 え られ る。 した が って,華 商 に とっては工 業化 が 自前 の もの で あ る

か否 か には無 関心 で,こ こ に工業 化 が進展 しない ひ とつ の原 因が あ るので は

なか ろ うか。 さらに,華 商 が産業 投資 に よって市 場 を確保 しよ うとす るこ と
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は販売代理店の数だけ製造企業が設立 されることにな り,こ れが過度の投資

と競争 をもた らした原因ではなかろ うか。

いか にタイの市場が競争的であったか については次の ように言 われてい

る。「タイとい うあま り大 き くない市場に,日 本か ら同種企業分野に2社 以

上の進出があることは,か な り過当競争的色彩をもたらす ものである。あの

会社が出るなら,わ が社 も出 ようといった競争意識が先 だって,市 場の需給

の将来について十分の検討 を行わないで進出 しようとい うのは,か な り冒険

だと考 えられるが,そ して,こ う したことは,現 実に現れてい る」2α「現地

で 日本側企業が進出 した際,同 種製品をタイ市場に ダンピングして,こ の企

業に打撃を与 えようとしたとみ られる例 もある」⑳。

この ような過 度の参入の結果,1970年 代 には競争的 と言われる市場 がで

きあが った。 このことは次の言葉に明瞭に表れている。「タイ国の電化製品

市場で最 も特徴的なことはブラン ド数の多 さだろう。...こ のプラン ド数の

多 さは市場 を完全 に自由競争の市場 とし,厳 しい価格競争 を生み出 してい

る」伽。

一方
,日 本企業の進出動機には製品輸入に対 して制限が課せ られたときに

市場 を確保するとい う意図がある。だからこそ,争 うように多 くの企業が タ

イに進出 したといえる。 しか し,こ のことはタイの工業化に寄与す るため と

い うわけではない。 日本の親企業からすれば製品の最終加工工程 のみ をタイ

で行い半製品 を日本か ら輸出するという,い わば タイを半製品の輸出市場 と

してみていた と言える。 もちろん政治的に安定 していることや,安 定 した需

要が見込めることなどがその前提になっていた ことは言 うまで もない⑳。

輸入代替工業化政策が失敗する理 由としてよく挙げられるのは,過 度の保

護政策 によって非競争的市場が形成 されるために産業発展の誘引 に欠け停滞

して しまうとい うものである。「輸入代替工業化政策の罠」 であ る⑳。 しか

し,タ イの場合には 「過当競争」が心配 される くらいの競争状態にあったの

だか ら,こ の理由は当てはまらない。考え られるひ とつの理由は市場規模が

小 さす ぎるとい うものである。だか ら規模の経済 を生か して競争力をつける
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ことができず,輸 出競争力を持 った商品を作 ることがで きなかったのではな

かろうか。 また,タ イ家電メーカーの多 くが外資 との合弁企業であったこと

が競争をタイ国内に押 し止めてお くことになった。別にタイか ら輸出する必

要はなかったか らである。

第2節 輸入代替工業化政策の限界と輸出指向への展開

1970年 代 に入 ると輸 入代替工業化政策の限界が明 らかとなって くる。 ひ

とつには狭い国内市場向けに保護 された輸入代替型産業では雇用の吸収力は

大 きくない とい うことである。 これでは当時の雇用問題を解決することはで

きず,し たが って所得格差 も拡大す る傾向にあった。 もうひとつの問題点は,

輸入代替工業化 は完成品の輸入は減 らせて も同時 に部品輸入が増えるため,

国際収支赤字の解消にはあまり役 に立 たないことも明 らかになって きたこと

である。 そこで,政 府 は1972年 に輸入代替工業化政策か ら労働集約的輸出

産業促進政策 に転 換することになった。 また,1975年 には新たに政策 ガイ

ドラインを発表 し,雇 用創出,輸 出,農 業関連産業,地 方分散 を促進するこ

とを明 らかに した㈲。

輸 出促進策 と しては1972年 に輸 出促進法が制定 され,輸 出向け隼産 に利

用 される輸入部品にかか る関税その他の税の払い戻 しなどの税制上の優遇措

置が行われている2⑤。

この ような状況に呼応 してタイに進出 して きたのがICメ ーカーの アメ リ

カ企業3社(NationalSemiconductor,Signetics,Data-GeneraDで ある。 これ ら

の企業 は100%ア メリカ資本で,100%輸 出するために タイに組立工場 を設

立 した ものである。IC等 の電子部品 は 「労働力 を必要 とす る最終組立作業

を労働力の安価 なタイにて実施 している」⑳のであ り,こ れ らの労働集約型

産業は タイの比較優位 に適 している と言える。

また1970年 代後 半に入る とナショナル(NationalThai)が テ レビの部品を
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輸出 し始める等,輸 出の動 きもみ られるようになる姻。

しか し,上 述の雇用促進政策は うまくいかなかったようである。 とい うの

は雇用促進のための優遇措置を1企 業当た りの雇用 数の多い企業に与えると

い う基準 を設けたため,結 局は雇用規模 の大 きい大企業すなわち資本集約的

企業 を促進するという結果 となった⑳。

輸出促進政策へ と転換 したといっても輸入代替政策を放棄 したわけではな

く,両 者は同時 に行 われていた。輸入代替型の企業 としてはフ ィリップス

(Phillips)が 合弁企業 を設立 し,国 内市場 向けにテ レビを生産 し始め てい

る働。

この時期の輸出促進 と並ぶ もうひとつの政策の柱は国産化である。輸入代

替の当初は部品の大部分 を日本か ら輸入 し,そ れをタイ国内で組み立てる と

い う形 をとっていた。松下,タ ニ ンな どはテ レ ビ部品の 生産 を始 めてい

るω。国産化 を指向 した とはいうものの,1980年 代末に至っても家電産業で

使用 される部品のうち50～80%は 輸入であ り⑫,ThaiCRTCo.,LTD.が カラー

テ レビ用ブラウン管を生産する以前の段 階ではラジオ ・テ レビの部品総額の

うち90%を 輸入に頼 っていた⑬と言われるように,一 部の 白物製品を除いて

は国産化は進んでいなかった。

1980年 代 は タイの家電産業にとって大 きな転機 となった。 第5次 経済開発

計画(1982-86年)で 過去の産業保護政策が非効率 を招いた とされ,電 気 ・電

子産業が構造改革の対象産業 として取 り上げ られた。完成 品,部 品 ともに関

税率 を引 き下 げるよ う求め られたe9。1960～70年 代 には輸入関税率は80～

100%の 水準 にあったが,80年 代 には ラジオ ・テ レビの完成品 については

40%,部 品については10%ま で引 き下げ られ,ま た82年 には事業税が20%

か ら7%に 引 き下げられている。 この ような輸入関税率の引下げは,輸 入品

か らの競争圧力 をもたらした とい うより,む しろ輸入によって 「ビデオ ・洗

濯機 ・家電小物等 に幅広い商品群」 を揃えることが可能 とな り,事 業税の引

下げ等の要因 も加わってめ ざましい成長をとげたとされている㈲。逆に,部

品の輸入関税率 も大幅 に引き下げ られたために部品の国産化 には不利な税体
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系 だ ったoq。

この ような政策 変 更 は シ ンガポー ルの高賃 金 政策 と も相 侯 って シ ンガポ ー

ル か ら輸 出 向 け の 部 品 生 産 を呼 び 込 む こ と に な っ た 。 ま ず ミ ネ ベ デ

(Millebea)が1982年 に タ イに 生 産 基 地 を移 す こ と を決 定 し,86年 まで に

100%外 国 資本 で3工 場 設立 してい る。1983年 にはSeagateTechnologyが シ ン

ガポー ルのハ ー ドデ ィス ク生 産支援 の ため に,タ イに組立 工程 の一部 を移 転

して い る。 また,藤 倉(Fujikura)も タ イで コ ン ピュ ー タ ・キ ーボ ー ドお よ

びケー ブ ルの生 産 を開始 して いる。ICに も4社 が新 た に参 入 して い る。 この

うちChinteikElectronicIndustriesは タイ資 本 の企業 で あ る。

しか し,1980年 代 半 ば にな る と景 気 が急 速 に悪 化 し,1985年4月 に は歳 入

不足 を補 うた め,関 税 率 は 引 き上 げ られ た。 た とえ ば,テ レビ60%,ラ ジ

オ50%,部 品20%と い う具合 であ る。 工 業 化 政 策 よ り財 政 の均 衡 が 優先 さ

れたの で あ る。

と ころが,景 気 とと もに歳 入 が 回復 して くる と1987年11月26日 に 関税 率

は再 び引 き下 げ られ る。 家電 製 品 で は,テ レビ40%,ラ ジ オ30%,国 内 で

生産 可能 な部 品30%,国 内 で生産 可能 で ない部 品10%で あ る⑳。

部 品 製 造 に は不 利 な税体 系 で あ る とは言 わ れ なが ら も,1990年 頃 には家

電 製 造 品 目の部 品 は 国 産化 が 着 々 と進 み,白 物 商 品(無 線 をベ ース としない

冷蔵庫,扇 風機な ど)に つ い ては90%以 上 の現 地部 品 調達率 を達成 して い る。

「タ イ政 府 は国 産 化 を高 め る為 の投 資 奨励 策 及 び行 政指 導 を講 じてお り,冷

蔵 庫 及 び エ ア コ ンの コ ンプ レ ッサ ー は1982年 よ り,又,カ ラー テ レビの ブ

ラ ウ ン管 は1990年 よ り国 産 化 が開 始 され てお り,今 後 共,部 品 の 一層 の 国

産化 が 見込 まれ て い る」幽。 しか し,茶 物(無 線 をベ ー ス と した カ ラー テ レ

ビな ど)に つ い ては電 子 部品 な どは国産 化 され る段 階 に達 してお らず,多 く

を輸 入 に頼 らざる をえな いのが現 状 で ある。 したが って,茶 物 の現地 部 品調

達 率 は きわめ て低 い水準 に留 まってい る鮒。

この よ うに国産化 が な かな か進 まないの は 「タイ国内 の全 需要 を もって し

て も,本 格 的 な電 子 部 品 産 業 の最 小 ロ ッ トに は到底 及 ば ない」㈹と言 われ る
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ように,部 品製 造 に進 むだ けの十分 な市 場 が存在 しない ため であ る。 これは

市場 規模 が小 さい段 階で は最終 組立 工程 は労 働集 約的 で規 模 の経 済が あ ま り

働 か ないの に対 し,部 品製 造 は よ り資本 集約 的で 規模 の経 済 が働 い てい るか

らであ る。

1985年 の プ ラザ 合意 後 の 円高 を 中心 と した ア ジア諸 国 の 通 貨調 整 は タ イ

に有 利 に働 き,ま ず輸 出 の急増 と して,続 いて 日本 や ア ジアNIEsか らの 直

接 投 資 の急 増 とい う形 にな って表 れ た。 日本 か らタ イへ の 直接投 資(製 造業

のみ)に 占 め る電子 機器 の割 合 は28%(1978～85年)か ら43～4596(86～90年)に

急 上 昇 して お り㈲,こ の 分野 へ の 直接 投 資 が進 んで い る こ とを示 して い る。

具体 的 には,電 子 レンジ,ビ デ オ,フ ロ ッ ピィ ・デ ィス ク ドラ イブ,電 子時

計,フ ァク シ ミ リ,電 話 な どの組 立,プ リ ン ト基 盤(Mωti-layerPCB),プ ラ

スチ ッ クお よび金属 部 品,ケ ー ブ ル,組 電線(wirlngharness)な どの部 品生

産 を指 してい る吻。

早 い段 階で 進 出 して きたの は シ ャー プ(Sharp)で 輸 出 向 け に電 子 レ ンジ

の組 立 を始 めて い る。 また部 品 メー カー も後 を追 う ように タ イに進 出 し,工

場 を近 くに建 設 し部 品 を供給 して い る。 また コ ンピュー タ ・ハ ー ドウ ェア産

業 で も進 出が 目立 ち,半 ノ ックダ ウ ン(SKD)部 品 を台湾,日 本 等 か ら輸 入

し組 み立 て てい る⑬。

これ らの 円高 後 に タイ に進 出 して きた企 業 の特 徴 は,部 品 は輸 入 に頼 り,

タ イで は主 に最 終 組 立 工 程 を行 い,そ れ を輸 出 す る とい う飛 び地 的 産 業

(EnclaveIndusζry)を 形成 してい る とい うこ とであ る卿。 タ イへの 進 出動機 と

して よ く挙 げ られ るの は税 制上 の 優遇 措 置,低 労働 コス ト(ま たは組立 コス

ト),迂 回輸 出 に よって ア メ リカのqSP(最 恵国待遇)を 利 用 で きる こ とで あ

る㈲。 タイへ の進 出 目的 が タイの低 賃金 を利 用す る とい う こであ り,し たが

って労働 集 約的工 程 で あ る組立 工程 が移 転 され る傾 向 に あ る。 電子 部 品産 業

の 中で は プ リ ン ト基盤 以外 は 主 と して組 立 と梱 包(packaging)の 段 階 に 留

ま って いる㈲。 また エ レク トロニ クス産業 の全 製 造業 に占 め る付 加 価値 シ ェ

ア は3.2496で あ るの に対 し,労 働 の シェアは4.7%と 高 く,製 造 業の 中 では労
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働 集 約 的で あ る こ とを示 して い る働。 つ ま り比 較優 位 に適 した形 で工程 の一

部 を移 転 したの で あ り,こ の ように して タ イその他 のASEANを 取 り込 む形

で電子 産 業の 工程 間分 業が 形成 されて い ったわ けであ る。

この ような構造 は タイでは組 立工程 で発 生 す る付 加価 値 しか生 まな いので

付 加価 値率 は低 い もの とな って しまう。 た とえ輸 入部 品 も含 め た生 産額 が大

き くと もタイで生 み 出 された付 加価値 は小 さいの で あって,生 産額 の大小 の

み でその タイ経 済 にお ける重要性 を評価 す る とそれ は過 大評 価 となろ う。 同

様 に輸 出品 に 占め る製造 業品 の割合 が急 増 して い るか ら とい って タ イが工 業

化 して いる と考 え る こと も過大 評価 で あ る。

1980年 代 後 半 の 直接 投 資 が輸 出 指 向型 であ る か らと い って,す べ てが 輸

出指 向 型 な の で は な い。 た とえば,韓 国 か らの 直接 投 資 は1986年 以 降 の 貿

易赤 字拡 大 を契機 と して増 加 して きたが,タ イ金 星社(GoldstarElectronics

Co.,Ltd。)が カラー テ レビ,ラ ジオ,洗 濯機 を国 内市場 向 け に生産 す るな ど,

韓 国 の家 電 メ ー カーは タイ市 場 向 け に進 出 した と言 わ れて い る爾。 国 に よっ

て比較 優位 が異 なるた め,そ の進 出動機 も異 なる。一 方,タ イは輸 出指 向 に

限 る こ とな く,柔 軟 に幅広 く受 け入れ て いる。極 端 に走 る こ とな く,バ ラ ン

ス を保 つ とい うのが タイの特 徴で は なか ろ うか。 この 意味 で タイの工 業化 は

「輸 入 され た工業 化(Importedindustrialization)」 で あ る幽。

第3節 技術移転

前節 までは タイの家電産業が民間主導型であ り,比 較的競争的であること

をみて きた。 また,1980年 代 にタイに進出 した企業 は輸 出指向型であ るこ

ともみた。 日本か らの直接投資の長所 として労働集約的であるために雇用創

出効果が大 きいこと,資 本流入,技 術移転などが挙げられる一方で,欠 点 と

してはインフラ不足,環 境悪化,貿 易赤字,技 術者不足 を引 き起 こし,さ ら

には 日本への依存度 を高めて しまうとい うことが言われる⑳。つま り,直 接
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投 資 は技 術 は移転 す る とい う長所 とと もに技 術上 の従 属 とい う欠 点 も持 つ も

ので あ る。 直接投 資 は工 業 化 初期 に は技 術 移転 の手段 と して 有効 であ る が,

その後 の よ り高度 な技 術移 転 は容 易 には進 まない。 た とえば,電 気 製 品 や 自

動車 な どは信 用が 大事 なの で,質 を落 と さないた め に基本 的 な組立 技術 の段

階 を移転 す る に止 め てい る。 また ブ ラ ン ドの 国際 的標準 を守 るた めの技 術 移

転 に伴 う輸 出制 限 条項 も産 業 の発展 を阻害 して い る6且」。 しか し,こ の ように

制限 的 なが ら技 術 移転 は輸 入代 替型企 業 の問 で徐 々 に進行 して きた。 この点

は,輸 出指 向型の 企業 に比べ 進 んで い る。 なぜ,輸 入代 替 型の 企業 と輸 出指

向 型の企 業 が相互 に競 争関 係 にない 「並存 関 係」 にあ るか につ い ては筆 者 が

別 稿で す で に取 り上 げた働。本 節 で は この 点 につ い て技術 水 準 の よ り詳 しい

評価 に基 づ いて検 討す る。

タイの電 子 産業 の技 術水 準 の評 価がTDRI(タ イ開発研究所)に よって 行 わ

れ てい る闘。 まず,技 術 能力(Technologicalcapability>は 次 の4つ の 段 階 に

分 け る こ とがで きる馴。

(1)導入 能力(Acquisitivecapability)こ の能 力 は プ ロセス お よび製 品技 術

を見出 し,そ れ を評価 し,そ の供給 者 と交 渉 し,工 場 に備 え付 け,試 験 を行

う段 階 の もので あ る。 導 入 を ター ンキ ー ・ベ ース で行 うか,ラ イセ ンス契約

で行 うか に タっ て,導 入能力 に も大 きな差 が 出 る。

(2)操作 能力(Operativecapability)こ の 能力 は いか に効率 的 に操作 で きる

か に関す る もの であ る。 具体 的 に は,工 程 の操作 お よび管理,製 品 お よび投

入財 の品 質管理,人 的資 源 の向上,機 械 の 維持調 整,在 庫 管 理 な どを含 む。

(3)適応 能力(Adaptivecapability)こ の 能力 は既 存 の プ ラ ン ト,工 程,製

品の修 正 ・改 良 に関す る ものであ る。 この 能力 は既存 の 製品,技 術 につ いて

の深 い知識 を必 要 とす る。

(4)革新 能 力(Innovativecapability)こ の能 力 は工 程 ・製品 の 大幅 な改 良

や 全 く新 しい製 品,工 程 の開発 に関す る ものであ る。

以上 の分類 を も とにTDRIの 調査 は以下 の よ うな結 論 を得 て い る。

・外 資
,合 弁 企 業の操 作 能力 は高 いが,導 入能力 は高 くない。 なぜ な らどの
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ような技術 を導入すれば よいかは親会社が決定する事柄だか らである飼。 こ

の点 は第1表 における家電産業のサ ンプル企業5,電 子部品産業の企業6と

9に ついては明'らかに当てはまる6q。 しか し,そ の他の合弁企業,外 資企業

は高い導入能力を示 してお り,外 資,合 弁企業は導入能力が低い と結論す る

ことはできない。 なるほど進出時には親企業が中心 となって技術の選択 から

試験 まで行 うので導入能力はそれほど必要 としないであろ うが,次 に新たに

技術 を導入す るときにはタイ側 にもある程度の導入能力が必要 とされるので

はないだろうか。家電産業の企業5は1987年,電 子部品産業の企業6と9

はそれぞれ83年 と85年 の操 業開始であって,他 の外資,合 弁企業 より進出

時期が遅い。 したがって,外 資,合 弁企業の導入能力が低い と結論するのは

時期 尚早であろ う。 この点 と関連 して興味 深いのは1980年 代半 ばに操 業 を

開始 した輸 出指向型のタイ企業の導入能力の高 さである。電子部品産業の企

業2と7'が それである。この点は合弁企業の親会社の役割 を自ら果た さなけ

ればならないためであろ ケ。

・外資系 と輸出指向型の企業の操作能力は高い6η。輸出指向型企業の操業能 ・

力の高 さは第1表 か ら明 らかである。 これは輸出市場で競争力 を持つため に

は操業上の効率性が要求 され るためである。 これに対 し,非 輸出指向型の企

業は家電産業の企業8を 除 き操業能力は高 くない。 ここにた とえ国内での競

争圧力が強い と言 われていても操業能力を引 き上げる余地を残す程度の競争

圧力であ り,直 ちに輸出市場で競争で きるだけの水準 には達 していないこと

が窺える。

・電子部品 メーカーの適応能力は低 い。これは主にタイの半導体 メーカーが

主 としてチ ップの組立 とい う労働集約的な後工程 を行っているためである側。

とはいえ,1970年 代前半 に操業を開始 した ものや,80年 代 の操業開始 であ

って もタイあるいは合弁企業 における適応能力はそれほ ど低 くない。逆に言

えば,1980年 代 に進出 してきた外資系企業については適応能力が低 いとい

える。 これは導入能力についてすでに指摘 した ように,適 応能力 について も

それを必要 とするの は進出後,時 間がたって新たな状況に適応することを迫
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第1表 家電および電子部品産業における技術能力

家電産業

サ ンプル企業 1 2 3 45 s 7 8

操業開始年 is70 64 73 6787 81 79 79

企業サイズ 中 大 中 大 大 中 中 中

企業タイプ JV T T JVF T T JV

輸出指向 0

奨励企業 0 0 0 00

導入能力 14 is 19 189 10 蓋6 18

操作能力 15 10 12 1620 9 9 20

適応能力 7 9 8 111 4 4 io

革新能力 0 4 3 50 0 0 1

電子部品産業

サンプル企業 1 2 3 456 7 8 9 10

操業開始年 1982 89 82 737283 85 74 85 80

企業サイズ 大 中 小 大 中 大 大 大 大 大

企業 タイプ F T T FJVF T F F JV

輸出指向 0 0 000 0 0 0 0

奨励企業 0 0 000 0 0 C 0

導入能力 14 23 8 22196 29 22 s 17

操作能力 21 19 8 252025 21 25 17 17

適応能力 2 9 2 1192 9 10 2 8

革新能力 2 3 1 621 i 5 0 0

(出所) TDRI (Thailand Development Research Institute), The Development of Thailand's 
Technological Capability in Industry, Volume.5,Capability Development for Electronics 
and Information Technology-Based Industries, Bangkok:TDRI, 1989, Tables A1.1,A1.4.

(注){1)導 入,操 作,適 応,革 新 の 各能 力 は そ れ ぞ れ30,25,15,20点 満 点 で,数 値 の 高 い ほ

ど技 術 水 準 も高 い こ と を示 す 。

(2)企業 タイ プ は,JV=合 弁,T=タ イ資 本,F=外 資 を示 す 。

られた時であ り,そ れまでの段階では適応能力はあまり必要 としない とい う

ことが考え られる。 したがって,こ の結果 をもって電子部品メーカーの適応

能力が低い と結論するのは,や は り時期尚早といえよう。
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・部品 メー カーの場合
,製 品の 特徴(specification)や デザ インは国外 の

R&Dセ ンターや顧客によって決め られて しまうので,改 良(modi恥ation)

の余地 はない岡。 第1表 か らは,革 新能力は全般的に高 くないが,操 業開始

時期の古い ものほど革新能力が高い傾向がみられる。やは り,革 新能力 をつ

けてい くのにも時間がかかる とい うことであろう。

以上の結果か ら次のようなことが言えよう。 まず,タ イの家電産業が競争

的であることが競争力 を持つことを意味するかについては否定的である。 こ

のことは輸入代替型の企業の操作能力が輸 出指向型の企業 より低い ことに表

れている。 この差は生産性が国際水準 にあるか否かを示 してお り,タ イの家

電産業の競争力は結局,保 護 された国内市場での競争力で しかない。

次 に,輸 出指向型企業は操作能力 には優れるものの適応能力,革 新能力 に

劣るという点 については,輸 出指向型企業の歴史が浅いために今の段階で結

論づけるのに十分な資料が揃っていない。ただ,輸 出指向型企業でも古い企

業 ほど適応能力が改善するという傾向をみると,輸 出指向型企業 でも適応 の

必要が生 じた場合には適応能力 を増 してい く可能性 もある。 ただ し,適 応 能

力 をつけるのに必要 な技術者の養成など適 当な条件が揃 っていない場合には

企業その ものが他の国に移転 して しまうという恐れがある。

お わ りに

本章では,タ イの電子産業 を取 り上げ,そ の市場構造 と発展形態について

検討 して きた。 まず,1960年 代の輸入代替期 に 「競争的」 と言われる市場

構造が形成 された様子 をみた。 しか し,「競争的」であることが産業の発展

には必ず しもつなが らず,輸 出指向的 な産業政策に転換 していった。その結

果1970年 代 には輸 出向けのICメ ーカーが進出 し,80年 代前半 には輸 出向け

の電子部品 メーカーが進出 して きた。そ して,1980年 代後半 にはアジア諸

国の通貨調整の結果,日 本やアジアNIEsか らの直接投資が急増 した。 この
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よ うに して輸 入代 替 型企 業 と輸 出指向 型企 業の 間の 二重構 造 が形 成 され た。

この2つ の タイプの企 業の 技術水 準 を比 較 してみ る と,国 内市 場 向 けの輸

入代 替型 企業 は 「競 争 的」 とは言 わ れなが ら操 作能 力が 国際 水準 には達 して

い ない こ と,し か し,導 入 お よび適応 能力 にはい くらか の進 歩が み られる こ

とが 明 らか にな り,一 方,輸 出指 向型 企業 で は操作 能力 は高 い もの の適応 能

力 には劣 る とい う ことが明 らか に なった。 つ ま り,両 者 と もに一 長 一短 のあ

る こ とが分 か っ た。 とこ ろが,調 査結 果 をさ らに細 か く分析 してみ る と輸 出

指 向 型企業 で導 入 お よび適応 能力 に劣 るの は進 出 間 もない企 業 につ い てであ

って,こ れ らの企 業 に とっては未 だ導 入 お よび適応 能力 を必 要 とす る状 況 に

は遭 遇 して はい ないの で はない だ ろ うか 。 も しそ うだ とす る と,輸 出指 向型

企業 は導 入 ・適応 能力 に欠 け る とは単 純 に は結 論 で きない こ とに な る。 この

点 は今後 の課 題 であ る。
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